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内閣官房法曹養成制度改革推進室参事官               中 西 一 裕 

法務省大臣官房司法法制部官房付           中 島 行 雄 

法務省法務総合研究所総務企画部付          入 江 淳 子 

外務省経済局政策課長                田 島 浩 志 

海外業務研究会（シティユーワ法律事務所）            片 山 典 之 

日本商工会議所国際部担当部長            岡 山 英 弘 

日本弁護士連合会法律サービス展開本部事務局長       大 貫 裕 仁 

日本弁護士連合会法律サービス展開本部国際業務推進センターセンター長   矢 吹 公 敏 

日本弁護士連合会法律サービス展開本部国際業務推進センター副センター長   武 藤 佳 昭 

日本弁護士連合会法律サービス展開本部国際業務推進センター事務局長   山 本 晋 平 

日本弁護士連合会国際室室長             大 村 恵 実 

 

オブザーバー 

中小企業庁 

独立行政法人日本貿易振興機構 
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海外展開分科会報告資料	
（シンガポール共和国）	

	
	
	
	

	
弁護士 長谷川 智香	
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報告内容 

 
	
第一．現地の状況（統計）	
	
	
１．日系企業数	
	

シンガポールにおける現在の日系企業数は、シンガポール日本商工会議

所に登録している数だけで８０３社となっている1。	
しかし、同商工会議所に登録している企業は、比較的規模の大きな企業

が占め、中小企業の数は２００社ほどとなっている。これに加えて、同商

工会議所に登録していない日系中小企業やベンチャー企業の数は、３００

０社とも言われている。シンガポールに進出を試みた中小企業やベンチャ

ー企業のすべてが、現地に定着するとも限らず、進出をあきらめて撤退す

る企業も相当数ある。そのため、シンガポール現地の日系企業数の正確な

総数を把握するのは困難であるが、商工会議所に登録している企業数より

は相当多くの日系企業がシンガポールにすでに進出しているものと推察さ

れる。	
	
	
２．在留邦人数	
	
（１）在留邦人数統計・推移	

   	
  ※外務省統計より作成	
 	

																																																								
1	２０１４年９月時	

 
１ 現地の状況（統計的なもの）日本企業数、在留邦人数、日本の弁護士数など 
２ シンガポールの外弁規制等の制度（日本の弁護士の活動環境） 
３ 日本企業・在留邦人に対する法的支援のニーズ、日本の弁護士に対するニーズ

４ 見えてきた課題、今後の調査活動プラン 
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 シンガポールの在留邦人数は、わずか数年前には２５，０００人をわず

かに下回る程度であった。その後、東南アジア地域への継続的な日系企業

の進出増加に伴い、在留邦人数も増加し、２０１４年８月時の統計では、

３１，０３８人となっている。特に前年２０１３年との比較においては、

３，５１３人増（＋１２．７６％）となっており、近年においても大きな

増加を見せた2。この３１，０３８人という数値は、全世界の海外在留邦人

数の約２．５％にあたる数となっている。	
前年比増減数＋３，５１３人のうちの約７４％（＋２，６１９人）を

「民間企業関係者」（下記表（２）−１）が占め、いわゆる「駐在員」と

してシンガポールに移住してきた邦人の増加が大きいことが分かる。この

ことからも、日系企業がシンガポールを東南アジア地域に置けるビジネス

の拠点として業務を拡大していることが考察される。	
なお、国別長期滞在者数のランキングにおいては、世界第７位（平成２

５年）となっている。	
	

在留邦人数総数（１）＋（２）	 	
 総数	 ３１，０３８人	
 前年比増減率	 ＋１２．８％	
 前年比増減数	 ＋３，５１３人	
  男性①	 １６，４５２人	
  女性②	 １４，５８６人	

（１）永住者	 	
 合計③	 １，８５２人	
 前年比増減率	 ＋９．５％	
  男性④	 ６７５人	
  女性⑤	 １，１７７人	

（２）長期滞在者	 	
 合計⑥	 ２９，１８６人	
 前年比増減率	 ＋１３．０％	
  男性	 １５，７７７人	
  女性	 １３，４０９人	

（２）−１民間企業関係者	 	
 本人計	 １１，９１２人	
 同居家族計	 １１，７７２人	
 本人（男性）	 ９，８４５人	
 本人（女性）	 ２，０６７人	
 同居家族（男性）	 ３，６５６人	
 同居家族（女性）	 ８，１１６人	
 前年比増減数	 ＋２，６１９人	

（２）−２ 報道関係者	 	
 本人計	 ３１	
 同居家族計	 ２８	
 本人（男性）	 １９	
 本人（女性）	 １２	

																																																								
2	外務省統計	

資料３

29 / 62



 同居家族（男性）	 １４	
 同居家族（女性）	 １４	

（２）−３ 自由業関係者	 	
 本人計	 ５３５	
 同居家族計	 ５０３	
 本人（男性）	 ３５９	
 本人（女性）	 １７６	
 同居家族（男性）	 １５５	
 同居家族（女性）	 ３４８	

（２）−４	
   留学生・研究者・教師	

	

 本人計	 ７２８	
 同居家族計	 ３２１	
 本人（男性）	 ３８６	
 本人（女性）	 ３４２	
 同居家族（男性）	 １１４	
 同居家族（女性）	 ２０７	

（２）−⑤ 政府関係者	 	
 本人計	 １２７	
 同居家族計	 １１９	
 本人（男性）	 １００	
 本人（女性）	 ２７	
 同居家族（男性）	 ３４	
 同居家族（女性）	 ８５	

（２）−６ その他	 	
 本人計	 １４１８	
 同居家族計	 １６９２	
 本人（男性）	 ２４９	
 本人（女性）	 １１６９	
 同居家族（男性）	 ８４６	
 同居家族（女性）	 ８４６	

	
	
３．日本人弁護士数	
	

シンガポールへの日系企業の進出に伴い、それを法的な観点からサポー

トする需要も必然的に高まった。こうした需要を受け、ここ２、３年のう

ちに、シンガポール国内にオフィスを設立する日系法律事務所が相次いだ

のも自然な流れである。	
その口火をきったのは、西村あさひ法律事務所であり、２０１２年１月

にシンガポールに日系法律事務所として最初にシンガポールオフィスを開

設した。	その後日本の大手５大法律事務所といわれる法律事務所がシンガ

ポールに続々とオフィスを開設するに至ったのである3。	
現在６つの日系法律事務所がシンガポールに進出している。(Table.1)	

																																																								
3	実際には、１９９０年代に一度、長島・大野・常松法律事務所がシンガポールへの進出を

果たしたが、数年後には撤退したという経緯がある。	
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		(Tabe.1)4	

年月	 事務所名	 弁護士数	
２０１２年１月	 西村あさひ法律事務所	 １１名5	
２０１２年２月	 森・濱田松本法律事務所	 ８名6	
２０１２年１０月	 TMI 総合法律事務所	 ３名7	
２０１３年１月	 長島・大野・常松法律事務所 ６名	
２０１３年１１月	 アンダーソン・毛利・友常法

律事務所	
３名8	

２０１３年３月	 港国際グループ	 １名	
	

	
上記のとおり、この２年の間に立て続けに日系法律事務所がシンガポー

ルオフィスを構え、その後も人員を続々と増やしている。事務所によって

は、日本法弁護士だけではなく、マレーシア法弁護士、インド法弁護士な

どを採用する事によって、周辺国の法律サービスにも対応できるような体

制を整えている。	
また、日本法弁護士個人も、インド、インドネシア、ベトナムなど東南

アジア諸国の駐在経験のある弁護士も多く、周辺国の駐在経験を生かした

多様なアドバイスを行っている。	
更には、周辺の東南アジア諸国にもオフィスを開設している事務所も多

く、東南アジア域内の包括的な法律サービス拡充にむけ、日系法律事務所

は同地域内における業務拡大を進めている。(Table.2) 	
	
	
(Table.2)		

事務所名	 シンガポール以外の	
在東南アジア事務所	

設立年月日	

西村あさひ法律事務所	 ホーチミン	 ２０１０年９月	

ハノイ	 ２０１１年１１月	
ヤンゴン	 ２０１３年５月	
バンコク	 ２０１３年７月	
ジャカルタ9	 ２０１４年１１月	

森・濱田松本法律事務所	 バンコク（デスク）	 ２０１３年９月	

ヤンゴン	 ２０１４年４月	

																																																								
4	２０１４年１２月時	
5	うちインドネシア法弁護士１名、マレーシア法弁護士１名	
6	うち、マレーシア法弁護士１名、インド法弁護士１名、シニアオブカウンセル１名、外国

法研究員１名	
7	うち、シンガポール法弁護士１名	
8	うち、シンガポール法弁護士１名	
9	インドネシアにおいては、外弁事務所の設立は許可されていないため、提携事務所を開設

している。	
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TMI 総合法律事務所	 ヤンゴン	 ２０１２年１０月	
ホーチミン	 ２０１１年１２月	

ハノイ	 ２０１２年１０月	
プノンペン	 ２０１４年７月	

長島・大野・常松法律事務

所	
バンコク	 ２０１４年４月	

ホーチミン	 ２０１４年６月	
	
	

上記日系法律事務所のシンガポールオフィスで勤務する弁護士以外に、 

現地の法律事務所で数箇月～１、２年という短期で研修を行う弁護士、ま

た現地法律事務所に直接採用され業務を行う弁護士などもいる。これらの

弁護士を含めるとシンガポールには、常時５０名ほどの日本法弁護士がい

ることとなる。	
	
	
第二．シンガポール現地の外弁規制	
	
	
１．外国法弁護士に対する規制 

 

シンガポールは、他の ASEAN 諸国と比較しても、外国法弁護士に対して

はその間口を比較的大きく広げている。	
外国法弁護士の人数制限なども特に設けることなく、後記の AGC に登録

さえ行えば、業務を行うことが可能である。ただし、シンガポール法を取

り扱うことは許可されておらず、原資格国の法律、もしくは国際法に限る

という制約はある。かかる制約は、相当に厳しく判断されており、シンガ

ポール法弁護士の活動領域を強く守ろうとする政府の姿勢も伺える10。	
	
	
（１）Singapore	Bar	Exam（シンガポール司法試験）資格を取得する方法	
  	

日本法弁護士を含めた外国法弁護士が、シンガポールに来て弁護士業を

行う場合、現地の法曹資格を取得する必要はなく、後記の AGC への登録の

みで業務を開始することができる。	
しかし、シンガポールにいる外国人の中には、この Singapore	Bar 現地

資格を取得し活躍しているものもいる11。また、現地にいる日本人弁護士12

の中にも、このシンガポール司法試験に合格し、現地資格を取得した上で

活躍している弁護士もいる。そこで、まずこのシンガポール司法試験の受

験要件等につき、以下、記載する。	

																																																								
10	現地日本法弁護士インタビュー	
11	現地シンガポール法資格を有する韓国人弁護士インタビュー	
12	日本法の資格は保有しておらず、シンガポール法の資格のみ有する日本人弁護士	
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この Singapore	Bar に承認されるための要件は大変に複雑であるが、大

きく下記の２段階で判断できる。	
 	
(a)	弁護士法、及び Legal	Profession	(Qualified	Person)Rule で定義される

“Qualified	Person”の要件をすべて満たし、	
(b)	弁護士法の１２章、１３章及び Legal	Profession	(Admission)Rule	2011  

で規定される他の承認要件を満たすこと	
	

まず、１段階目としての要件である“Qualified	Person”となるための要件

は、相当に複雑である。Legal	Profession(Qualified	Person)Rule に細かく規

定されているため、詳細については同規則を参照されたい。また、

Ministry	of	Law	のウェブサイトにも要件について比較的わかりやすくまと

めてあるため、こちらも参考にするとよい。	
	
以下、主要な要件及び試験概要、研修制度につき、簡単にまとめておく。	

	
	

 ①シンガポール国内の大学、NUS13及び SMU14の卒業生	
	

シンガポールの上記２大学において、法学部の学位を取得した者は、一

定以上の成績をおさめることを条件に、Qualified	Person	となりうる。シン

ガポールの国籍を有することや、Permanent	Residence（以下、「PR」とい

う。)	を保持している必要もなく、外国人であっても Qualified	Person とな

りうる15。	
	
	
 ②認可された諸外国の大学で法学部の学位を取得した場合	
 	

イギリスをはじめ、オーストラリア、ニュージーランド、アメリカ、カ

ナダ、ホンコン、マレーシアなどの承認されたコモンロー系の大学で法学

部の学位を取得した者は、一定の条件を満たせば、Qualified	Person となり

うる。	
この制度は、承認されている各大学が存在する国の外国人に対するもの

ではなく、これらの国に留学するシンガポールの学生のための制度といっ

ても過言ではない。	
従って、Qualified	Person となるための第一条件として、シンガポール市

民であるか、PR を保持していることが必須要件となっている16。	
実際のところ、シンガポールで活躍するシンガポール法弁護士、特に若

い世代の弁護士は、イギリスなどの大学に留学して、学位を取得した者が

非常に多い17。	

																																																								
13	National	University	of	Singapore	
14	Singapore	Management	University		
15	MinLaw	website	
16	Legal	Profession	(Qualified	Persons)Rule	
17	現地シンガポール法弁護士インタビュー	
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こういった制度を設けることで、シンガポールの優秀な若い世代が、さ

らに海外へ留学し学ぶことに意欲をもつこととなり、グローバルな人材が

生まれやすい環境が整っているといえる。	
	
	
 ③Singapore	Bar	Exam 概要	
	

Singapore	Bar	Exam（シンガポール司法試験）には、Part	A と Part	B と

いう２種類が存在する。	
上記の類型で、シンガポール国内の大学、NUS	又は SMU を卒業した者は、

Part	B のみを受験すれば足りる18。	
承認された海外の大学を卒業した者は、Part	A と Part	B の双方を受験す

る必要があり、現在 Part	A の研修及び試験は、SILE の監督のもと、NUS に

よって運営されている。	
海外で活躍するシンガポール人の弁護士の帰国を奨励するため、コモン

ロー系の国で 2 年以上の実務経験のあるシンガポール市民については、

PartA のみに合格すれば弁護士資格が与えられる。一方、海外での実務経

験が 6 か月以上２年未満の場合では、PartA、PartB 共に合格しなければな

らないが、PartB における法律事務所研修期間が 6 ヶ月に短縮される。	
	
	
 ④法曹研修制度	
	

シンガポールの研修は、試験の前後にわたって行われる。	
  	
(a)	Part	A 試験に関しては、上記のとおり、NUS	において行われ、２０１４

年は８月４日から約３か月研修（講義）が実施された後、１１月に試験

を受験することとなっている19。	
研修及び試験科目は、シンガポール法制度及び憲法(Singapore	Legal	

System	&	Constitutional	Law)、土地法(Land	Law)、刑法(Criminal	Law)、
会社法(Company	Law)、証拠法(Evidence	Law)である20。	

   	
(b)	Part	B 試験は、SILE によって実施される。	

民事手続(Civil	Procedure)、刑事手続(Criminal	Procedure)、家族法

(Family	 Law)、破産法(Insolvency)、不動産法	 (Real	 Estate)、倫理(Ethics)、
専門技能(Professional	Skills)と、他に２つの選択科目を選択する21。教官

（指導員）は弁護士と裁判官のみである。	
この前半の研修が約５か月行われたのち、試験を受験し、将来的な雇

用者の下で６か月の実務研修を行った後、そのまま当該事務所に就職す

ることとなる22。	

																																																								
18	MinLaw	website			
19	NUS	website	
20	同上	
21	SILE	website	
22	現地弁護士インタビュー	
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この Part	B の研修及び受験費用は、シンガポール市民で６４２０シン

ガポールドル、PR 保持者で７４９０シンガポールドル、外国人学生にお

いては、９０９５シンガポールドルとなっている23。下記で詳述する

FPE 試験の受験料と同程度の費用が必要であり、シンガポールにおいて

法曹資格を取得するのは相当な費用が必要といえる。	
	
	
（２）外国法弁護士として実務を行う方法	
	
 ①AGC への外国法弁護士登録	
	

シンガポール現地で業務を行っている日本法弁護士をはじめ、多くの外

国法弁護士が行っているのが、繰り返しになるが、AGC に外国法弁護士と

して登録し、業務を開始する方法である。	
当該弁護士が、いずれかの国において資格を有する弁護士であれば、弁

護士法のもと、シンガポール国内に置いて「外国法弁護士」として、自国

の法律、外国法のみを扱うことを条件に、実務を行うことができる。シン

ガポール国内において、所定のコースをとったり試験を受けたりする必要

はなく24、AGC	内の LPS に登録するのみで良い。オンラインによる申請も

可能で、申請書類に必要事項を記入して AG に申請するのみでよく、登録

費用も年間１６０シンガポールドルと負担も小さい25。非常に簡易な方法

で弁護士として業務を開始することができる。ただし、前提として、シン

ガポールにおける就労ビザを取得する事が必要であるが、近年、就労ビザ

の取得要件が、厳格化していることに注意が必要である。シンガポール政

府は、近年、外国人労働者の受入れを制限する方針を取っており、２０１

４年６月には、要件が更に厳格化された。今後も就労ビザ取得の要件には

注意が必要である。外国法弁護士は、外国法の実務に関しては、AG による

規制及び懲罰の対象となる。	
FPE に合格し、FPC を保持する外国法弁護士は、シンガポール法の実務

に関しては、弁護士会、最高裁判所及び AG の規制及び懲罰の対象となる

が、第一義的な規制及び懲罰は AG によって行われる。	
	
	
 ②Foreign	Practitioner	Examination(FPE)	
  	

上記のとおりシンガポールにおいては、外国法弁護士は、比較的簡単に

業務を開始することができるが、シンガポール法の領域に関しては、厳格

に守られている。しかし、このシンガポール法に関する規制も決して乗り

越えられない壁ではない。この FPE を受験し合格すれば、外国法弁護士で

あっても一定範囲のシンガポール法に関しては、取り扱うことができるよ

うになるのである。	
具体的な受験資格や試験制度について、以下に記載する。	

																																																								
23	SILE	website	
24	AGC	website	
25	同上	
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(a)	試験に関する情報	

	
上記のとおり、FPE 試験に関する監督は、SILE が行っている。SILE	のウ

ェブサイトには、同試験に関する受験資格や試験科目、実施方法などに関

する詳しい情報、及び Q＆A なども記載されている。また、メールによる

問い合わせも受け付けているため、試験に関して質問がある場合には、問

い合わせを行うことをお勧めする26。	
	
 (b)	試験に関する規定	
	

同試験の受験資格要件などについては、the	Legal	Profession	(Foreign	
Practitioner	Examinations)	Rules	2011	Rule	4（以下、「同規則」という）に

その詳細が規定されているが、以下、主な要件について記載する。	
	
	
	・同規則(3)‐	(a)	
 	 外国法弁護士であること。	
	

※ここで、「外国法弁護士」とは、シンガポール以外のいずれかの地域

において、当該地域において法律によって承認もしくは登録事務を行

うことを認められた外国の機関により、正式に資格を与えられた、も

しくは登録が行われた個人のことをいう。	
	
	・同規則(3)‐(f)		

外国法弁護士となった後、シンガポールその他の国において、出願され

た日からさかのぼって５年以内に、少なくとも３年以上、いずれかの外国

法分野で許可された法律分野のうち最低一つの法律に関する実務経験を有

すること	
	
	・同規則(3)‐(g)	 	

シンガポールにおいて、JLV、QFLP、ライセンスが付与された FLP、あ

るいは SLP において外国法弁護士としてすでに実務を行っているか、もし

くは、これらの事務所において、外国法弁護士として採用通知をすでに取

得していること。	
	

※すなわち、シンガポール国内で実務を行っている外国法弁護士もしく

は行うことが決定している外国法弁護士のみ受験が可能であって、例

えば日本で業務を行っている日本法弁護士が受験する事はできない。	
	
	・同規則(6)			

５年以内に、当該試験に２度落ちた場合は、最後に落ちた年から３年経

過していなければ、再度受験する資格は得られない。 	

																																																								
26	実際に筆者もメールによって SILE にいくつかの問い合わせをしてみたところ、迅速かつ丁

寧な回答が得られた。	
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 (c)	試験実施の実情等	
	

受験者数は、毎年数名程度と少ない。（２０１３年の受験者数は７名、

２０１４年については現段階では非公開27。）	
また受験料は、２０１４年に関しては、申請費用３２１シンガポールド

ル、受験費用７７０４シンガポールドル（どちらも返金不可）、合計約８

０００シンガポールドルと非常に高額である28。今年から制度が変わり１

０名以上集まらないと試験が開催されないこととなったため、毎年試験が

開催されるかどうかも定かではない29。	
受験科目は、Corporate	Practice、	Commercial	Practice、	Corporate	

Finance	及び Ethics	&	Professional の４つの分野に大きく分類され、その中

で更に下記のとおり細かく科目が分かれている30。(Table.3)	
	
	
		(Table.3)	

科目	 リーディングリスト	
Corporate	Practice	 Company	Law		

Corporate	Insolvency	
Joint	Ventures	
Take‐Overs	and	Mergers		

Commercial	Practice	 The	Singapore	Legal	and	Financial	
System	Contract	
Property	
Trusts	and	Equity	
Intellectual	Property	Tax	
Competition	Arbitration	
Financial	Crimes	

Corporate	Finance	 Capital	Markets	
Banking	
Alternative	Business	Structures	

Ethics	&	Professional	 Legal	Infrastructure	
Responsibilities	to	the	Client	
Relationship	between	Lawyers	
The	Lawyer	and	the	Law	Practice	
Maintenance	of	Ethical	Standards	and	
Disciplinary	Issues	
Responsibilities	to	the	Public	
The	“Spirit”	of	Ethics	

	
	

試験は、Open	Book で実施されるため、試験会場に本を持ち込む事が可

能である31。また、科目数も多く範囲が広いため、その分、細かい知識ま

																																																								
27	SILE による回答	
28	同上	
29	現地日本法弁護士インタビュー	
30	SILE	website	
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では聞かれず、「広く浅く」といった内容のみ問われる。論文に関しても、

日本の司法試験の受験勉強の応用で足り、難易度としてはそこまで難しい

ものではない32。	
２０１３年の試験では、受験者７名のうち４名が合格している33。	

	
	
 ③インハウス弁護士	
	

シンガポール国内で外国法弁護士が働くもう一つの方法として、企業内

のインハウス弁護士という道がある。シンガポールには、インハウス弁護

士を統括する団体、Singapore	Corporate	Counsel	Association が存在し、

（以下、「SCCA」という。）SCCA に所属するメンバーは、他の企業のイ

ンハウス弁護士との間で情報などを共有できる。	
シンガポールのインハウス弁護士対する規制は存在しない。インハウス

弁護士として採用される際に、シンガポール国内及びその他のいずれの国

での法曹資格を有している必要はなく、実務許可証を有している必要もな

い。シンガポール法弁護士も外国法弁護士もインハウス弁護士として業務

を行う限りは同様の取扱いを受ける34。	
	
	
④法務大臣による例外的取扱い	

	
一定の要件を満たした場合、法務大臣に申請を行うことによって

Qualified	Person にあたらない場合にも、例外的に Singapore	Bar への承認

が認められるような取扱いが行われることがある。	
例えば、法律事務所のパートナー弁護士のような、重要な経験を有した

シニア弁護士の場合、上記司法試験 Part	A が免除されうる。	
その他、同様に一定の条件を満たした場合、法務大臣への申請によって

Part	B の免除、６か月の研修が免除されることがある35。	
しかし、免除の判断は、個々のケースに応じて法務大臣の裁量によって

決定されるため36、基準はあってないようなものといえる。	
	
	
２．外弁事務所に対する規制	
	

外弁事務所がシンガポール国内に事務所を設立する場合、AG 内にある

LPS に登録することより、正式なライセンスを得た上で、下記の形態によ

り設立する事が出来る。	
	
	

																																																																																																																																																															
31	SILE	website	
32	FPC 資格保有日本法弁護士インタビュー	
33	SILE による回答	
34	SCCA	website	
35	MinLaw	website	
36	同上	
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（１）RO（Representative	Office）	
	

この Representative	Office（以下、「RO」という。）においては、一切

の法的実務を行うことが禁止されているため、個々の事務所は、市場調査

などを行うことしかできない37。しかし、この RO の１年間のライセンスは、

当該事務所が、下に述べる FLP 設立を決定するまで延長することができる

こととなっている38。そのため、FLP 設立を予定した場合の予備調査を行

う場合などに限定すれば、この RO を設立することにも意味があるといえ

る。	
	
	

（２）FLP（Foreign	Law	Practice）	
	

すべての Foreign	Law	Practice	39（以下、「FLP」という。）は、SLP と

同様、Business	Registration	Act(Cap.	32)	、the	Companies	Act(Cap.	50)	、あ

るいは Limited	Liability	Partnerships	Act	(Cap.	163A)	のもと、ACRA に登録

しなければならない。	
	FLP は、第一義的に外国法に関する業務を行う。現行制度上、シンガポ

ールで法律サービスを行おうとするすべての FLP は、AG に登録し許可を

得なければならない。FLP に雇用されているシンガポール法弁護士及び外

国法弁護士は、共に AG に登録する必要がある40。	
FLP 及び SLP との間で共同形態の事務所を開業している場合は（以下に

詳述する JLV や FLA など）、	AG によるライセンス制度が適用される41。	
前記のとおり、RO	を設立する意味としては事実上、市場調査という意味

合いのみしか有しないため、現実的には、大多数の外弁事務所は FLP とし

てシンガポールの法律業界に参入することとなる。	
シンガポールの資格を有する弁護士は、FLP	に入ることは禁止されてい

ないものの、当該シンガポール法弁護士が行える業務は、FLP が行える範

囲に限定されている。FLP においては、シンガポール法は扱えないことと

なっているため、結局、シンガポール法弁護士を雇い入れてもできること

は少ない。例えば仲裁でシンガポール法が絡むような案件の場合にのみ、

シンガポール法弁護士を雇用するメリットがある。	
以下に詳述する、JLV、FLA、QFLP のライセンス取得によって、この

FLP も、シンガポール法を限定的にではあるものの扱えるようになる。	
	
	
（３）FLA	（Formal	Law	Alliance）と JLV（Joint	Law	Venture）	
	

																																																								
37	Legal	Profession	(International	Services)	Rules	2007,	
			ASEAN’S	Liberalization	of	Legal	Service	:	The	Singapore	Case		
38	同上	
39	シンガポール及び諸外国において、シンガポール法以外の法律サービスを提供する個人事

業主、及びパートナーシップもしくは共同形態で開業している法律事務所	
40	Committee	to	review	the	regulatory	framework	of	the	Singapore	legal	service	sector,	Final	
Report	
41	外弁事務所のみに課される制度である	
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２０００年の弁護士法改正によって導入された制度が、この Formal	Law	
Alliance	（以下、「FLA」という。）と Joint	Law	Venture	（以下。「JLV」
という。）である42。		
	SLP と FLP が共同関係を構築することによって、お互いの利点を共有で

きるようにした制度である。すなわち、SLP としては、FLP からワールド

クラスの高度な法律サービスを受ける事ができ、また FLP としては、FLP
単体では取り扱うことができないシンガポール法のサービスを行えるとい

うメリットがある。オフィスの建物や収益、クライアントの情報などを共

有することもでき、双方の事務所が国際的な法律サービスをクライアント

にワンストップで提供できることになる43。	
FLA と JLV には、上記のとおり、どちらも SLP	と FLP が共同して、事務

所運営を行うという、類似した概念である。では、いったいどこに相違点

があるのであろうか。	
まず、FLA は２つの事務所が互いに独立性を保ったまま業務を行える。

例えば、FLA を提携する両事務所はそれぞれ、FLP と SLP として登録する

ことができる。つまり、FLA は、ブランド作り及びクライアントへの戦略

として、単一の事務所であるとの「イメージ」を作り出しているというこ

とができる。実際には、この FLA 制度はほとんど利用されておらず、現在

シンガポール国内には４つの FLA が存在するのみである44。	
代わりに、より多く利用されているのが、JLV 制度であり、現在以下の

７つの JLV が存在する。(Table.4)	
	
	

	(Table.4)	
FLP	 SLP	 JLV 設立年	
Baker	&	Mckenzie(US)					 Wong	&	Leow		 2001	
Clyde	&	Co	(UK)	 Clasis	LLC	 2013	
Dacheng	Law	Offices(China)	 Wong	Alliance	LLP	 2011	
Duane	Morris	(US)	 Selvam	LLC	 2011	
Hogan	Lovells(US	&	UK)	 Lee	&	Lee	LLP	 2001	
Pinsent	Masons(UK)	 M	Pillay	LLC	 2010	
Watson,	Farley	&	Williams(UK)	 Asia	Practice	LLP	 2011	

	
	

FLA と異なり、JLV は SLP と FLP が共同で所有する会社として設立され

る45。	
FLA においては、シンガポール法は FLP を構成する SLP の弁護士を通じ

て行われるが、JLV に関しては、ことはさらに複雑である。	
JLV を構成する SLP は、シンガポール法に関して全範囲の業務を行うこ

とができるが、JLV そのものとしては、「許可された範囲の法律実務

																																																								
42	Liberalisation	of	the	Singapore	Legal	Sector	
43	Trade	in	Legal	Services	Liberalization	in	Asia	Pacific	FTAs		
44	同上	
45	Legal	System	in	ASEAN‐Singapore	Chapter	6	
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(Permitted	areas	of	legal	practice)」を行うことしかできない。この「許可さ

れた範囲内」とは、一般的に商法と理解されている46。	
この JLV	構想も、大成功を収めたとは言いがたく、２、３年という短い

期間で終了を迎えた JLV が多い。２０１２年までには、シンガポール最大

手の３事務所が JLV を終了するに至った。特に、現地最大手の法律事務所、

Allen	&	Gredhill 法律事務所と Linklaters 法律事務所	の１１年の長きにわた

る JLV 関係が終了したのは注目に値すべきである47。Linklaters 法律事務所

はその後２０１３年に、下記の QFLP ライセンスの申請を行い、同ライセ

ンスを取得するに至ったことから、Allen	&	Gredhill 法律事務所との共同関

係に見切りをつけ、同事務所単独での経営を望んだものと推測される。	
JLV は、法律サービスの自由化の重要なステップとして構想された制度

であったが、SLP と FLP 間の文化的及び経済的利害の対立などによって、

上記のとおり失敗する事例も多い。もっとも、中には長期間にわたり友好

関係を築いている JLV も存在する。例えば、Hogan	Lovells 法律事務所	と
Lee	&	Lee 法律事務所は、２００１年から１０年以上も JLV として良好な関

係を保っている。この２つの法律事務所は、両者の得意とする分野が異な

るという理想的な関係にあるため、長期的に良好な関係を築いている。ま

た、Baker	&	Mackenzie 法律事務所とWong	&	Leow 法律事務所の場合は、

後者が JLV の目的の為に設立されたという特殊なケースである。このよう

な場合には JLV 関係も長期にわたり継続する可能性がある。	
	
	
（４）QFLP (Qualifying	Foreign	Law	Practice)	
	
	 ①QFLP の概要、背景	
	

	Qualifying	Foreign	Law	Practice	（以下、「QFLP」という。）は、２００

８年に導入された最も新しい制度である48。シンガポール国内の外弁事務

所に、一定範囲のシンガポール法を扱える ライセンスを直接付与すると

いう画期的な構想である。すなわち、FLA	や JLV と異なり、QFLP において

は、シンガポールのローカル法律事務所とパートナーシップを提携する事

なく、外弁事務所が単独で、シンガポール法を扱うことが許可されるので

																																																								
46	Legal	Prefession(International	Service)Rules	2008 の規定によると、「Permitted	areas	of	
legal	practice」とは、下記の法律及び法律行為をのぞいたものと定義されている。	
(a)constitutional	and	administrative	law (b)conveyancing (c)criminal	law (d)family	law	
(e)succession	law,	including	matters	relating	to	wills,	intestate	succession	and	probate	and	
administration;	
(f)trust	law,	in	any	case	where	the	settlor	is	an	individual	
(g)appearing	or	pleading	in	any	court	of	justice	in	Singapore,	representing	a	client	in	any	
proceedings	instituted	in	such	a	court	or	giving	advice,	the	main	purpose	of	which	is	to	advise	the	
client	on	the	conduct	of	such	proceedings,	except	where	such	appearance,	pleading,	
representation	or	advice	is	otherwise	permitted	under	the	Act	or	these	Rules	or	any	other	
written	law	
(h)appearing	in	any	hearing	before	a	quasi‐judicial	or	regulatory	body,	authority	or	tribunal	in	
Singapore,	except	where	such	appearance	is	otherwise	permitted	under	the	Act	or	these	Rules	or	
any	other	written	law.	
47	Trade	in	Legal	Services	Liberalization	in	Asia	Pacific	FTAs	
48	LPA	130D	
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ある49。しかしその場合も、当該事務所の外国法弁護士がシンガポール法

のアドバイスを行えるようになる訳ではなく、雇用しているシンガポール

の資格を持った弁護士を通じてのみ、シンガポール法のアドバイスが行え

る点に注意が必要である50。	
ライセンスの期間は５年間で、この間 QFLP 資格を取得した外弁事務所

は、シンガポールにおいて大きな業務拡大のチャンスを獲得することが可

能となる。	
これまで、FLP として登録していた外弁事務所は、ファイナンスや海外

の M＆A など、シンガポール法を必要としない案件を中心に業務を行って

いた。しかし、海外の企業がシンガポール企業を買収する案件などが増加

してきたことに伴い、海外企業、シンガポール企業双方に法的サービスを

提供するため、シンガポール法を扱える弁護士を必要とする状況が増えて

きた。シンガポール法を単独で扱えることになれば、クライアントに対し、

ワンストップの法律サービスを行うことができるようになる51。他の外弁

事務所のように、シンガポール法のアドバイスをもらうために、現地法律

事務所を介する必要もなく、コスト削減にもつながる。	
	
	
 ②QFLP ライセンス取得の実情	
	

この QFLP ライセンスは、シンガポール法務省に申請がなされた後、数

段階の評価手続が行われる。まず、財務省事務次官が議長をつとめる評価

委員によって審査された後、同評価委員が AG にアドバイスを行い、AG の

推薦の考慮した上で、法務大臣が議長をつとめる選抜委員が QFLP ライセ

ンスをどの外弁事務所に許可するかを決定する52。	
この QFLP ライセンスを取得するのは、かなりの狭き門となっている。	
本制度が開始された２００８年２月に、２０の FLP が申請を行ったのに

対し、６つの事務所に最初の QFLP ライセンスが付与された。また、昨年

２０１３年２月に、２回目の QFLP 審査が行われ、２３事務所からの申請

のうち、新たに４事務所に QFLP ライセンスが付与された53。(Table.5)	
	
	
(Table.5)	

事務所名	 ２００８年	 ２０１３年 ２０１４年更新	
Allen	&	Overy	 ○	 	 ○	
Clifford	Chance	 ○	 	 ○	
Latham	&	Watkins	 ○	 	 ○	

																																																								
49	同上	
50	Legal	profession(International	Service)Rules	2008,	rule11(1)(b)	
51	Liberalisation	of	the	Singapore	Legal	Sector	
52	Award	of	Qualifying	Foreign	Law	Practice	licences,	5	Dec	2008	Posted	in	Press	releases			
https://www.mlaw.gov.sg/content/minlaw/en/news/press‐releases/award‐of‐qualifying‐
foreign‐law‐practice‐licences.html	
53	Award	of	the	second	round	of	Qualifying	Foreign	Law	Practice	licences,	19	Feb	2013	Posted	in	
Press	releases	
https://www.mlaw.gov.sg/content/minlaw/en/news/press‐releases.html	
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Norton	Rose	 ○	 	 ○	
White	&	Case	 ○	 	 １年限定の	

条件付き延長	
Herbert	Smith	Freehills	 ○	 	 更新されず	
Gibson,	Dunn	&	Crutcher	 	 ○	 	
Jones	Day	 	 ○	 	
Linklaters	 	 ○	 	
Sidley	Austin	 	 ○	 	

	
	

これらの事務所は、	世界各国にオフィスを有し、またその名を誰でも聞

いた事があるような、世界でもトップクラスにランキングされる法律事務

所ばかりである。	
この QFLP ライセンス付与の決定には下記のような基準を元に決定され

ている54。	
	
・ 当該法律事務所のシンガポールオフィスが生産する海外案件の価値	
・ 当該シンガポールオフィスに拠点をおいて業務を行っている弁護士の数	
・ 当該シンガポールオフィスが強みとする実務分野	
・ 当該シンガポールオフィスが、当該地域の統括拠点として、どの程度機

能しているか	
・ 当該法律事務所の全世界及びシンガポールにおける実績	

	
	
 ③QFLP ライセンスの更新	
	

２００８年に QFLP ライセンスを取得した上記６事務所は、シンガポー

ルの法律セクターに多大な貢献を行った。２００９年から２０１４年の５

年間で、同６事務所は、合計１２億シンガポールドルを売上げ、そのうち

８０％は国外案件であった55。 同６事務所内には、現在合計１００人以

上のシンガポールの資格を有する弁護士が雇用されている56。	
QFLP ライセンスの更新に際しては、ライセンス取得後最初のライセン

ス期間である５年間における、上記のような、各事務所のパフォーマンス、

及び次の５年間における、シンガポールのリーガルマーケットへの予見さ

れる貢献度などの基準をもとに決定されている。	
かかる QFLP の更新に関して、特筆すべき事項がある。最初に QFLP ラ

イセンスを取得した６事務所の一つ、Herbert	Smith	Freehills 法律事務所は、

２０１４年４月に５年のライセンス期限が終了した後、同事務所の QFLP

																																																								
54	Award	of	Qualifying	Foreign	Law	Practice	licences,	5	Dec	2008	Posted	in	Press	releases			
https://www.mlaw.gov.sg/content/minlaw/en/news/press‐releases/award‐of‐qualifying‐
foreign‐law‐practice‐licences.html	
55	Renewal	of	Qualifying	Foreign	Law	Practice	Licences	Awarded	in	2008,	28	Feb	2014	Posted	in	
Press	releases	
https://www.mlaw.gov.sg/content/minlaw/en/news/press‐releases.html	
56	同上	
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ライセンスは更新されることなく終了した。	詳細については、明らかにさ

れていないが、他の事務所が多くのシンガポール法弁護士を雇用している

中（６事務所合計で約１００名より単純平均数１６名）、同事務所のシン

ガポール法弁護士の人数は５人と少なく、またライセンス期間の５年間に、

当初予見していた収益を上げることが出来なかったため、同事務所がライ

センスの更新を断念したか、もしくは申請は行ったが拒否されたかのどち

らかとみられる57。	
また、White	&	Case’s 法律事務所は、ライセンス更新の申請を行ったも

のの、５年間の更新は認められず、１年間という条件付きの期間延長のみ

認められた58。	
このように、法務省による同ライセンスの更新の基準、要件は相当に高

いことが伺える。	
	
	
 ④QFLP ライセンスについての考察	
	

シンガポール政府は、この QFLP の導入によって、シンガポールの法律

サービスの自由化を促進し、シンガポールを ASEAN 地域のみならず、グロ

ーバルな観点から、同業界の中心的な存在として発展する重要なステップ

につながると見ている。実際、上記のとおり、QFLP ライセンスを取得し

た事務所の収益は大きく、法律業界のみならず、シンガポール経済の成長

にも大きく貢献している。また QFLP 事務所による現地シンガポール法弁

護士の雇用も増え、若い優秀な人材が海外へ流出するのを防止する結果に

もつながっている。	
しかし一方で、原則として、FLP はシンガポール法を扱えないこととし

ている現地の外弁規制の例外中の例外ともいえる、この QFLP ライセンス

許可及び更新の許否は、上記目的を達し得る範囲において、限定的にしか

認められていない。	
かように、政府が政策的な調整を加えながら実施する方針を採用してい

るため、いつ、いくつの参入を認めるかは今後とも政府の裁量にのみかか

り、次のライセンスは早々にはでないものと予見される。	
２０１２年の規則改正により、QFLP ライセンスを取得した FLP がさら

に SLP と JLV 及び FLA として提携できるようになった59。これにより、更

なるフルスケールの法律サービスの提供が可能となる。例えば商法に限定

されている QFLP の実務範囲が、提携している SLP を通じて、より広範囲

な法律サービスを提供することが可能となるのである60。	
このように、シンガポール政府も、SLP に対するライセンス制度につき、

マイナーチェンジを行っていくことで、これらの制度が成功する可能性を

模索しているといえる。	

																																																								
57	Can	Herbies	succeed	in	Singapore	without	the	QFLP?	
http://www.thelawyer.com/analysis/behind‐the‐law/can‐herbies‐succeed‐in‐singapore‐
without‐the‐qflp/3017033.article	
58	同上	
59	Legal	Profession(International	Services)Rules	2008,	11(3A)	
60	Trade	in	Legal	Service	Liberalization	in	Asia‐Pacific	FTAs	
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前記のとおり、JLV や FLA における利害対立の問題から、この新しい構

想も簡単には成功しないと推察される。	
もっとも、「提携する目的のための」SLP を設立するといった特殊なケ

ースの場合には、異なる考察が可能である61。	
２００８年に QFLP ライセンス取得した Clifford	Chance 法律事務所は、

２０１２年に Cavenagh	Law	法律事務所という SLP と、FLA を提携した。

しかし、実際には、この SLP は FLA を提携する目的のためだけに、

Clifford	Chance 法律事務所によって設立されたものである。同事務所は、

「訴訟のアドバイスも行える初の国際法律事務所」といううたい文句掲げ

ているが、QFLP ライセンス自体が、訴訟問題も扱えるとの誤解を生じさ

せるおそれがあり、こういった広告は	政府に厳しく批判されている62。	
	
日系法律事務所も、この QFLP ライセンスを取得できれば、大きな飛躍

のチャンスとなることは間違いない。しかし、ライセンス取得の条件をク

リアするのは、上記のとおり非常に厳しいため、今後、政府間の交渉など

によって、条件が緩和されるなどの状況の変化がない限り、現段階では可

能性としては低いであろう。		
	
	
第三．日本企業・在留邦人に対する法的支援のニーズ 
	
	
１．現地の日系法律事務所及び日本法弁護士の活動内容	
	

シンガポールの外弁規制のもと、外国法弁護士が取り扱える法律は、原

資格国の法律、もしくは国際法に限定されている。また、法律事務所自体

にシンガポール法を扱えるライセンス（JLV、QFLP など）が与えられない

限り、当該法律事務所に所属する外国法弁護士が、たとえシンガポール法

を扱える資格を有していたとしても、シンガポール法のアドバイスを行う

ことは許されない。そのため、現在、上記日系法律事務所に所属する日本

法弁護士は、日本法及び国際法に関するアドバイスなどを、主に行ってい

る。	
しかし現状として、どの法律事務所の日本法弁護士も大変に多忙な毎日

を送っており、毎日帰宅は深夜となる弁護士も多数いる。外弁規制のもと

においても、相当量の仕事はあるものと思われる。では、具体的にどのよ

うな業務を行っているのか、以下に記載する。 	
	
	
（１）現地法律事務所とのコーディネート業	
	

シンガポールに進出している日本法弁護士の主要な役割としては、日系

企業クライアントと現地法律事務所及び周辺国の法律事務所との間の「コ

ーディネート業務」があげられる。	
																																																								
61	同上	 	
62	同上	
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日系企業から現地法に関する相談があった場合、依頼内容を整理した上

で、適当な現地法律事務所を選定し、依頼する。その後、現地法律事務所

から得られた成果物を再度精査し、依頼内容との齟齬がないかを確認した

上で、クライアントにクオリティの高い成果物を、迅速にフィードバック

するという役割である。	
日本法弁護士を間に介することで、クライアントが直接現地の法律事務

所に依頼する際に問題となるであろう、「日本的なビジネス感覚を理解し

てもらえない」、また「言葉の壁によって意思疎通が上手くいかず、意図

が正確に伝わらない」、などといった問題を回避できるようになる。どの

現地法律事務所（またはどの現地シンガポール法弁護士）を選定し、具体

的にどういった内容を回答してほしいのかを、いかに的確かつ迅速に指示

できるかが、このコーディネート役としての日本法弁護士の腕の見せ所と

なる。	
日本法弁護士に依頼することによって生じるコスト、及び日系法律事務

所が外注する現地法律事務所にかかるコストが、二重に加算されるという

問題も、クライアントが懸念するところではある。しかし、クライアント

が直接現地の法律事務所に相談を行った場合に起こりうる上記問題点（ビ

ジネス感覚の理解における齟齬や意思疎通の問題）によって、嵩む可能性

のあるコストと、日本法弁護士を介することによって生じるコストを勘案

することにより、どちらがコストを低く抑えられ、かつクオリティの高い

回答を得られるかを、案件ごとに慎重に判断するのが賢明な方法かと思わ

れる。	
このコーディネート業が機能する場合としては、①社内に法務部が存在

しないような企業、または、②英語にあまり自信がなくとにかく日本語で

相談したいという中小及びベンチャー企業、③法務部は存在するが、案件

の規模が非常に大きく、シンガポールのみならず周辺国の法律事務所も多

数使わなければならないような案件の場合などの類型が想定できる。この

①〜③の類型は、その会社の規模から案件の内容まで様々であることは一

目瞭然である。日本法弁護士には、依頼内容、規模に応じた臨機応変な対

応が求められている。	
シンガポールに進出している日系法律事務所は、日本国内においては大

手の法律事務所ばかりであるが、シンガポールオフィスにおける弁護士の

人員は、まだまだ少なく、多いところで１０名程度である。現段階におい

ては、各法律事務所、各弁護士が専門分野に特化した法律サービスを提供

しているというよりは、包括的な法律サービス、多様な分野に対応できる

弁護士が求められているといえる。	
具体的な取扱い案件としては、契約書の作成、労務問題、M＆A、日本企

業の現地拠点の設立、再編、清算、撤退、知的財産権案件、独占禁止法案

件、仲裁など、多岐にわたる。	
  

  

（２）シンガポールの特殊性	
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シンガポールの特殊性として、周辺国も含めて統括する地域統括拠点と

しての機能を置いている企業が多い。そのため、シンガポール国内の案件

にとどまらず、周辺国の法律に関する相談も必然的に多くなる。このよう

な状況に対応するため、シンガポールで既に活躍する日本法弁護士は、各

国の弁護士と連携可能なネットワークを構築しなければならない。   	
	
	
２．現地法律事務所での研修	
	

上記のように、シンガポールオフィスに拠点をおいて実務を行う日本法

弁護士以外にも、シンガポールには、その他現地法律事務所で研修を行っ

ている日本法弁護士が多数いる。多くは、数箇月から１年間あまりの短期

間研修を行い、その後日本に帰国するか、アメリカなどの海外留学に旅立

っていくケースがほとんどである。現在でも、シンガポール国内で研修を

行っている弁護士は、１５名ほどいる。	
研修先としては、現地の大手法律事務所、例えば Allen&Gredhill 法律事

務所や Rajah&Tann 法律事務所、Rodyk	&	Davidson 法律事務所などで行う

場合が多い。こういった大手の現地法律事務所の中には、ジャパンデスク

を構えているところもあり、日本法弁護士が研修を行いやすい環境となっ

ている。	
例えば、Allen&Gredhill 法律事務所内には、現在ジャパンデスクはない。

しかし、同事務所は、２０１４年９月１日より、日系の大手法律事務所か

ら２名の日本法研修弁護士を受け入れ、現在３名の日本法弁護士が研修を

行っている63。このような状況を鑑みると、同事務所内にも今後ジャパン

デスクが設置される可能性も十分にある。	
かように、現地の大手法律事務所はジャパンデスクを有しているところ

が多く、また今後、設置される可能性が十分に推測できる状況からわかる

とおり、現地の大手法律事務所も日系企業をクライアントとして獲得しよ

うという意欲は大きく、シンガポールの法律業界が日系企業を重要なマー

ケットとして見ていることは間違いない。	
	
	
３．現地法律事務所による直接採用	
			 	

数は少ないものの、日系法律事務所にも所属せず、現地法律事務所での

研修というかたちでもなく、現地シンガポール法律事務所に直接採用され

た上で実務を行っている弁護士もいる。	他の法律事務所からの後ろ盾のな

い状況で、現地法律事務所に採用してもらうというのは、非常に勇気がい

る決断である。しかし、今後、日本法弁護士がシンガポールに進出する可

能性を検討するにあたっては、このような形で、自らの道を切り開いてい

くことも必要であり、こういった現地法律事務所において直接採用されて

																																																								
63	２０１４年９月時、同事務所において研修をおこなっている日本法弁護士へのインタビュ

ー	
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いる弁護士（以下、「甲弁護士」という。）の活動は大きな参考になるで

あろう。	
	
	
（１）現地法律事務所に就職した経緯	
	

甲弁護士は、２００４年に弁護士登録後、日本国内において、渉外事務 

所、知財事務所で３年ほど実務経験を積んだ後、２００８年６月より欧米

系の大手法律事務所にて業務を開始した。２０１１年より米国に留学した

後、２０１２年８月よりシンガポールの現地法律事務所で研修を開始する

こととなった。事務所から推薦された研修先は３か月程度と期間が短く、

もう少し海外を経験したいとの希望があったため、留学先の教授の紹介に

より、シンガポールの現地事務所を研修先として選んだ。	同事務所に日系

企業のクライアントが多いということも、受入れ決定の大きな理由となっ

た。この時、所属していた欧米系法律事務所は退所したため、何の後ろ盾

もないまま現地の事務所で業務を開始することとなった。研修という身分

であったため、給与も十分なものではなく、家賃及び物価の高いシンガポ

ールでの生活は大変苦しく、大半は貯金を切り崩しての生活で、この年は

日本での弁護士登録も抹消していた。	
翌年の２０１３年９月より、現地の他の法律事務所のジャパンデスクに

おいて業務を開始した。	
	
	
（２）現地法律事務所内での日本法弁護士としての役割	
	

同事務所での主な業務は、日系企業とローカル弁護士との間のコーディ

ネート業務である。日系企業からの依頼を酌んで酌んで整理し、ローカル

弁護士から正確な回答を得ることである。	
また、もう一つの重要な役割として、営業活動がある。	
セミナーを積極的に開催し、またパーティなどに出席することにより、

日系企業のクライアントを獲得するという役割である。こういった場所に

おいて、日系企業からの法律相談とまではいかない簡単な質問に無料で回

答するなどして、クライアント獲得の努力を行っている。また、シンガポ

ール法に関する問題については、同事務所内のシンガポール法弁護士にお

願いし、なんとか無料で回答を得るなど、シンガポール法弁護士との間と

のコミュニケーションも必要かつ重要である。	
	
	
（３）甲弁護士が考える必要な能力、素養について	
	

現地法律事務所で業務を行っていく上で、語学力ももちろん必要である

が、それ以上に必要な能力としては、コミュニケーション能力である。シ

ンガポールという異国の地では、日本で業務を行うのとは異なり、「日本

法弁護士」という肩書きのみで仕事がくるような甘い世界ではない。日本

人相手はもとより、外国人相手にも積極的なコミュニケーションをはかっ
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て自分の能力をアピールする必要がある。高いコミュニケーション能力が

なければ、生き残っていくことは難しいであろう。	
また、最低数年（できれば５年以上）の企業法務の経験がないと、シン

ガポールをはじめ、海外で企業法務を行うのは難しい。海外での勤務経験

である必要は決してないが、	日本国内での案件処理の経験をもとに、日本

法との違いをアドバイスできればよいと考える。	
	
	
（４）弁護士需要拡大の展望についての甲弁護士の見解	
	

日系法律事務所とローカル事務所のジャパンデスクが「売り」とする部

分は共通している。時として、仕事の依頼をまわしてもらえる共同関係を

構築できることもあれば、時として、コンペティターとなる場合もある。

すなわち、どちらかの弁護士が増えれば、どちらかの弁護士の需要は低く

なるという関連性にあると言えなくもなく、今後右肩上がりに日本法弁護

士の需要が拡大するものと楽観視はできない。	
	
	
２．日系企業の法的支援ニーズ	
	
（１）現在の法的支援ニーズの検討	
	
 ①大企業	
   	
(a)	社内法務部の存在	

	
いわゆる大企業といわれる日系企業の多くは、シンガポールオフィス内

に、法務部を設けている。日本から派遣された社員、その他現地で採用し

たシンガポール法弁護士、ローカルスタッフなどがこの法務部を担当して

いる。法務部の人数は企業によって異なるが、平均２〜３名、多いところ

では１０名の法務部員が有する企業もある。	
こうした、社内法務部が存在する企業においては、日系法律事務所が現

在中心的に行っている業務、すなわち「現地法曹とのコーディネート役」

をこの法務担当者が行うことになり、日本法弁護士に依頼する場面は必然

的に少なくなる。社内法務部で処理できる部分は自分たちで行い、日本法

弁護士を介する事なく、現地シンガポールの法律事務所や大手の欧米系法

律事務所へ直接依頼するのである。社内法務部の存在意義はその点にある

のであるから、こうした流れになるのは当然の結果であろう。	
日本法弁護士を介する事のメリット、すなわち、クライアントが直接現

地の法律事務所に依頼する際に問題となる、①「日本的なビジネス感覚を

理解してもらえない」、また②「言葉の壁によって意思疎通が上手くいか

ず、意図が正確に伝わらない」という点について具体的に検討すれば、①

の「日本的なビジネス感覚を理解してもらえない」という点に関しては、

いまだシンガポール法弁護士との間で、「あ・うんの呼吸」というレベル

には行かないであろうが、前記のとおり、シンガポール法弁護士の能力は
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相当程度高い事を鑑みれば、ここに日本法弁護士を介するコストと時間を

かける意義があるのかについては、現段階においては、日系企業側から見

ると否定的に働いている。	
また、②の「言葉の壁によって意思疎通が上手くいかず、意図が正確に

伝わらない」という問題点も、法務部内に現地シンガポール人社員がいれ

ば一気に解消される問題である。	
さらに、こうした大企業の社員の教育的素養が高い事は当然の前提とし

てあり、またシンガポール以外にも海外駐在・留学経験なども豊富な者が

多い。すなわち、英語でのコミュニケーションで大きな問題があるという

ことも少なく、この点においても、日本法弁護士を介する意義について、

社内法務部を有する企業側の多くは否定的な見解を有しているのである。	
一方で、ほぼ全ての法律問題を日系法律事務所へ依頼しているという企

業もある。これらの企業は、未だシンガポールオフィス内には法務部を有

しておらず、かつ弁護士費用をかけるコストの余裕があるという特徴があ

る。	
日本にある本社も含めて英語でのやりとりに慣れておらず、また現地の

法律などの知識もないため、日本法弁護士へ依頼する必要性、メリットを

非常に強く感じており、そこにかける資力も十分にあるため、こうした企

業においては日系法律事務所への依頼が非常に多くなっている。	
また、他に日系法律事務所へ依頼する理由としては、日本の本社との付

き合いもあり、日系法律事務所に依頼すると本社の通りが良い、という日

本の大手法律事務所の仕事のクオリティに対する信頼感も日系法律事務所

に対するニーズにつながっている。	
	
	
 (b)	案件内容の別	
	

上記のとおり、社内法務部を有している企業では、原則的には日本法弁

護士をローカル法律事務所との間に介在させることに消極的である。しか

し、案件によっては日本法弁護士を介する事が非常に有効な場合もあり、

この点、企業側も案件に応じて、現地法律事務所に依頼するのか、日系法

律事務所に依頼するのかを上手く使い分けている。	
例えば、法務部員の人数に対して処理する案件が非常に大きな場合など

である。	日本法弁護士をコーディネート役として介在させる事で、シンガ

ポールのみならず周辺国も含めた、現地法律事務所の選定、案件処理に関

する具体的な指示、回答の正確性のチェックなどを含めたコントロールタ

ワーとしての役割を担ってもらうのである。こういった案件の場合に、日

本法弁護士を利用するのは非常に有効であると考える。	
また、	金融機関などが横断的な調査を依頼したい場合や、日本法に関連

しかつ現地での問題が絡んでくるような場合など、特殊な場面には、シン

ガポール現地の法律事務所に依頼する日系法律事務所に依頼することに意

味がある。	
 	
	
②中小・ベンチャー企業	
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中小企業の特殊性としてまず、大企業と比較して人員が少ない事から、

包括的かつきめ細やかなサービスを求めているところが多いという点であ

る。すなわち、大企業のように分野ごとに専門社員を配置するということ

もないため、求める各種サービスもそれに応じた包括的・網羅的なものと

なる。すなわち、会計や税務処理においても、役割が細分化された大手の

会計事務所とは相性が悪く、網羅的にサービスを行ってくれる中小企業へ

のサービスに特化した中堅の会計事務所との相性がよい。法律サービスに

関しても同様の議論が当てはまり、細分化されたサービスよりは、包括

的・網羅的なサービスを求めている。	
また、現地の法律事務所やシンガポール法弁護士と、英語で法律の専門

用語を駆使してやり取りするということに慣れていない者も多く、こうし

た中小企業では日本法弁護士にとりあえず日本語で相談したいという需要

が非常に高い。また依頼したい案件も、大企業ほど大きいものではないた

め、弁護士に相談したい内容も、日々の細かい法律の疑問点や、手続上の

問題、契約書のチェックといったものが多い。	
このように、中小企業では大企業とは異なる法的支援ニーズの性質を有

している。シンガポールに３０００社近くもあると言われている中小企業

のこれらの潜在的ニーズを掘り起こすことができれば、全体としては大き

なニーズになることは間違いないと考える。	
また、他方で、シンガポール現地でベンチャー企業を自ら立ち上げたも

の中には、海外への長期留学経験を有する者、シンガポールで育った者、

など語学力がネイティヴレベルに堪能なものも相当程度いるのも事実であ

る。これらの者は、もともと日本的なビジネス感覚という点をあまり重視

してはおらず、また言葉の壁という問題は全くないため、日本法弁護士に

対する法的支援のニーズは、現在のところほとんどない。	
  	
	
③小括	

	
社内法務部が存在せず、かつ日系法律事務所をコーディネート役として

介在させるだけの資力もある企業は、日本法弁護士への依頼は多い。これ

らの企業からは、今後も継続して日系法律事務所を利用したい、という意

見が得られた。	
しかし、今後企業内でコストの削減を検討するような状況になったり、

またこれらの企業が現地法律事務所との連携を直接構築するようになれば、

日系法律事務所を介在させることに否定的となる可能性も否定できず、現

在あるニーズがこのまま継続するであろうと慢心できないのではないかと

思量する。	
また、中小企業においては、潜在的な法的支援のニーズは非常に高い。

しかし、現在のところ、費用の問題から日系法律事務所への依頼はほとん

どなく、自分たちで処理するか、コンサルティング会社や会計事務所など

に聞くなどしている企業がほとんどである。	
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大企業、中小及びベンチャー企業も含めて、現在あるニーズを維持し、

かつ今後ニーズを拡大していくには、日系法律事務所及び日本法弁護士は

どのような課題をクリアしていくべきなのであろうか。	
以下で考察する。	

	
	
（２）日本の弁護士ならではできること、及び今後の課題	
	
 ①外弁規制のもと、日本法のみを取り扱うという前提	
	

前記のとおり、日本法弁護士が原資格法である日本法のみを取り扱うと

いう前提であれば、日本法弁護士がメインで行う「現地法律事務所及び現

地シンガポール法弁護士との間のコーディネート役」というのは、企業の

社内法務部の役割と競合し、この結果、コスト削減のため日本法弁護士へ

の依頼が総じて低くなってくる。	
さらに、繰り返しになるが、社内で弁護士にかける費用を削減するとい

う動きがでたり、またこれらの企業が現地法律事務所との連携をこの先構

築していけば、現在あるこのニーズが今後も普遍的にあるものと楽観視は

できない。	
弁護士個人も、クライアントの要求する弁護士像をめざし、以下のよう

な能力の向上などの努力を行う必要がある。	
	
	
 (a)	語学力	
	

日系法律事務所及び日本法弁護士に依頼をあまり行っていない理由とし

て、現地法を扱えないという根本的な点以外に、多くの企業が「語学力」

の問題をあげた。もちろん、日系法律事務所の日本法弁護士も業務に支障

のない程度の語学力は有している。しかし、日系企業法務担当者の海外勤

務経験など積み、相当の語学力を有している者も多い。必然的に、要求す

る英語力も高くなる。多くの企業が、「現地法曹と互角に交渉が行えるく

らいの語学力」を期待している。現地において、優秀な現地シンガポール

法弁護士、及びインターナショナルロイヤーと	の競争し、その中で存在感

を示すためには、ネイティヴレベル、もしくはそれに近いレベルの英語力

を身につけることが、今後の需要拡大における重要な点となるのではない

かと思量する。	
また、シンガポールにおいては、周辺国の案件を取り扱う事も多いため、

英語以外のタイ語やインドネシア語など周辺国の言語が分かるという付加

価値があれば、依頼につながるとの意見もあった。	
	かように、現在ではローカルのシンガポール法弁護士、インターナショ

ナルロイヤーに依頼されている業務を日本法弁護士へのニーズへと変えて

いくには、	この語学力もともに磨く事が重要な鍵となってくるであろう。  	
	
		
 (b)	「敷居が高い」との評価	
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これは、本調査において日系企業への聞き取り調査を行うまで、全く想

定はしていなかった回答であったが、「日系法律事務所に依頼しない理由

としてどういった点があげられるか。」との質問に対し、規模の大小を問

わず多くの日系企業から、日系法律事務所及び日本法弁護士は「敷居が高

い」という回答を得た。	
具体的には、「英米系の法律事務所はコストの上限を決めてその範囲内

で処理してもらうという交渉が可能であるが日系法律事務所では交渉の余

地すらない。」「ローカル弁護士はフランクに話せるが、日本法弁護士と

はあまりフランクに話が出来ない。」「中小企業には営業にすら来てくれ

ない。」などの点が指摘された。	
	依頼しない理由の上位にあがってきているこの「敷居が高い」という点

は、日系法律事務所及び日本法弁護士に依頼するか否かに多少の、あるい

はかなりの影響を与えていることは間違いない。	
予算の交渉の余地なども含めて、クライアントの目線に立った会話に気

をつけるなど、日本で業務を行う場合とは異なる配慮も必要かと考察する。	
	
	
 (c)	交渉力、コミュニケーション能力、人間力	
	

多くの日系企業が、弁護士に求める素養の一つに、交渉力、コミュニケ

ーション能力、営業力など、弁護士個人の人的な魅力や、対人能力を重視

しているということは、非常に興味深い点である。上の日本法弁護士に対

する	「敷居が高い」という印象の裏返しとも言えるが、弁護士の能力はも

とより、個人の人間的な魅力というものを重視しているという	企業は、そ

の規模を問わず、日本法弁護士に求める点の一つとなっている。中小企業

においては、特にその傾向が強い。	
また、シンガポールにおいては、日系大手法律事務所という後ろ盾があ

る場合はまだしも、日本法弁護士という肩書きを持っているだけで仕事が

くるような世界ではない。自らが企業と積極的にコミュニケーションをと

り、企業側に「この人にならお願いしてもよい」という印象を強く持って

もらうことが重要となってくる。こういった視点をすでに持った上で、積

極的に営業活動を行っている弁護士もおり、これらの弁護士は総じてクラ

イアントからの評判も良い。	
これからは、弁護士業も「サービス業」の一つと考えるくらいの、営業

努力を行えることが、クライアント獲得への近道、ニーズ拡大の方法の一

つとなるのではないかと思料する。	
また、交渉力とは、単に英語が出来るという事ではなく、リーガルリス

クを考慮した取捨選択能力を含めた能力が求められており、こうした交渉

におけるテクニック面を磨く事も必要である。	
さらに、シンガポールの国が小さいという特徴から、現地ローカル法律

事務所のパートナー弁護士ともなれば、政府の重鎮とのコネクションも有

しており、この点企業側も依頼の際の理由の一つとしている。		
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	・中小企業を対象としたニーズの拡大の詳細な検討	
  	
	
 (a)	費用の問題	
	

上記のとおり、シンガポールに進出した中小企業の、日本法弁護士に対

する法的支援のニーズは非常に高い。	
各業種における法律や制度、規制などについての情報が欲しいという点

はもちろんのこと、シンガポール現地の商習慣、慣例などに大きな戸惑い

を感じている企業が多い。問題が起こった場合に、そもそもそういった問

題が起こる事が普通なのか、弁護士に相談すべき事案なのかなど、日本に

ある本社も含めて判断できないというのが実情である。そういった、現地

特有の問題につき、専門家である弁護士の意見が聞きたいという中小企業

は非常に多い。	
	ただし、高い弁護士費用の問題は、一様に中小企業を悩ませる問題とな

っているのも現実である。	
大企業が扱うような大きな案件を抱えているというよりは、上記のよう

な日々に生じる細かい疑問点などについて確認したいという企業が多い。

そのため、都度、弁護士費用を支払うよりは、月額定額（希望平均額は月

額３００～４００ドル）で顧問契約を結び、その中で小さな事案は処理で

きるという方法で相談できるようになれば、頼みたいという中小企業は非

常に多い。	
また、現地の制度や法律、法改正について知りたいという企業も多く、

現在でも弁護士事務所が発行しているマンスリーレポートなどを顧問料の

対価として発行してもらいたいという企業の需要は高い。	
	
 	
 (b)	きめ細やかなサービス	
	

中小企業は、包括的なサービスを望んでいる事、クライアントの意思を

尊重してほしいこと、業務が細分化された大手の事務所とは相性が悪い事、

また言葉の問題や法的知識が乏しいことなど、数々の大企業とは異なった

特殊性を有する。	
現在シンガポールに進出している日系法律事務所は業界大手といわれる

法律事務所ばかりであり、こういったニーズに対応出来る日系法律事務所

が現段階では少ない。今後、中小企業をメインに法律サービスを行える事

務所、弁護士が増えれば、需要に対応でき、また弁護士業してもシンガポ

ールで活躍できるマーケットなのではないかと考える。	
 

 

  (c)	コンサルティング会社との連携 
 

補足として、中小企業がこういったニーズを抱えていることを数人の弁

護士（大手事務所）にフィードバックしてみたところ、「フィーをちゃん
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と払ってもらえるならば」という回答が多く、こういったところにやはり、

中小企業側と大手法律事務所の溝というのを感じた。 

しかし、中には既に中小企業をクライアントとしている日系法律事務所

もある。当該事務所は、中小企業への費用負担を少なくするため、コンサ

ルティング会社と連携して仕事を行っているという。すなわち、コンサル

ティング会社が行える業務と法律事務所が行う業務を分担する事で、全体

としてのコストを下げているという。こうした連携業務をはじめ、コスト

を下げる方策を講じる日系法律事務所が増えることも、中小企業への法的

支援充実につながると思量する。 
	
 	
 ②シンガポール法を取り扱える資格を取得する方法	
	
 (a)	シンガポール司法試験	
	

シンガポール司法試験の受験資格要件は大変に厳しく、例えばアメリカ

のニューヨーク州試験のように、アメリカのロースクールを卒業すれば受

験資格が与えられるようなものではない。ただし、シンガポール国内の大

学、NUS	や SMU において、現地の学生と共に籍を置いて学び、法学部の学

位を取得すれば、即時に受験資格を取得できる。この場合、取扱い業務内

容が、下記 FPC 資格のように商法に限定されることなく、現地弁護士と全

く同じ取扱いとなるため、業務の幅も広がる事は間違いない。	
シンガポール法を全範囲にわたって扱えるこの資格を取得すれば、以下

で検討するシンガポールでの邦人個人からの法律相談に答えることも可能

となる。シンガポールに拠点をおき、企業法務ではないフィールドにニー

ズを開拓して、弁護士として活動したいという気概があるのであれば、こ

の方法によってシンガポール法の資格を取得することを検討するのも決し

て悪い方法ではない。	
	

  	
(b)	FPE	試験による FPC 取得	

	
日本法弁護士がシンガポールにおいて、現地法を扱える資格を取得する

最も簡易かつ最短の方法は、この FPE を受験し合格する方法である。	
同試験の問題点は、上に述べたとおり、まだまだ受験者数が少なく、毎

年開催されるかどうかもわからないような状況であること、及び受験料も

約８０００シンガポールドル（日本円にして７０万円程度）と気軽に受験

できるものではないことがあげられる64。しかし、当該資格を取得すれば、

現在の外弁規制上の一番のネックである「シンガポール法が扱えない」と

																																																								
64	当該費用に関しては、今後、増額の可能性はあっても減額の可能性は期待できない。

（SILE 回答より）	
Ans:	There	is	a	non‐refundable	application	fee	of	S$321	and	a	non‐refundable	examination	fee	of	
S$7,704.	Both	fees	quoted	are	inclusive	of	the	prevailing	Singapore	goods	and	services	tax,	and	
subject	to	change.	We	do	not	expect	there	to	be	a	reduction	of	the	fees.	
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いう点が一気に解消され、業務の幅が広がることは間違いない。当該資格

を保有している弁護士のインタビューにおいて明らかとなったのは、シン

ガポール法弁護士と同じ土俵に立ったことによって、日本語で相談できる

ことがかなりの利点となり、英語が話せないというデメリットがあまり問

題視されなくなるということである。	
また、現地で活動する日本法弁護士は、日系法律事務所で業務を行う日

本法弁護士も含めて、みな相当なシンガポール法の知識を身につけている。

しかし、当該資格を有していなければ、シンガポール法に関してのアドバ

イスを行うことは許されず、いわゆる「宝の持ち腐れ」という、非常にも

ったいない状況になっている。	
事務所自体にシンガポール法を扱える資格がない限りは、当該資格を使

ってクライアントにアドバイスを行うチャンスはない。しかし、今後シン

ガポールへの進出を検討する日本法弁護士が、業務を行うフィールドを日

系の法律事務所に限定する必要は全くなく、現地法律事務所や、JLV、
QFLP などのシンガポール法を扱えるライセンスを持つ欧米系の法律事務

所を選択肢として視野に入れることは不可欠といえよう。	
また、日系法律事務所の弁護士も、今後、シンガポール法を扱えるライ

センスを事務所が取得できる可能性もゼロではない点、また弁護士個人の

キャリアアップとしても十分に意味がある点などを考慮しても、現地法を

扱える当該 FPE を受験することを強くお勧めしたい。	
	
	
３．在留邦人の法的支援のニーズ	
 	
（１）在留邦人が抱えている法的な問題点	
	

シンガポールの在留邦人の多くが巻き込まれる法律問題としては、「家

の賃貸の問題」「交通事故」などが多く、次いで「買い物上のトラブル」

「隣人トラブル」「犯罪行為を行ってしまった」「離婚の問題」「犯罪の

被害にあった」など様々である65。	
また、非常に驚いたのは、日本人による性犯罪にあったという事例であ

り、回答の内容から明らかなとおり、既遂となった１件のみではなく、未

遂も含めると複数回、性犯罪の被害にあったということである。また、刑

事事件の被疑者となる場合も、わいせつ系の犯罪で捕まる邦人が多いとき

く。	
これら犯罪の被害にあった場合、現地の警察の協力を得るのも簡単には

行かない。また女性の性犯罪被害は、プライバシーの問題もあり、日本で

あっても被害を届け出るかを躊躇する問題である。こうした問題を話せる

弁護士（こうした問題の場合は女性弁護士が好ましいであろう）の数が増

えるだけでも邦人個人の支援につながると考える。 	
  	
	
（２）在留邦人を法的に支援する日本人弁護士の数	

																																																								
65	詳細については、別紙参照	
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現在、シンガポールに進出している日本法弁護士は、企業法務を行うも

のばかりで、邦人個人を法的に支援する目的で進出している弁護士はいな

い。	
しかし、邦人個人の法的支援を行う日本人弁護士は皆無という訳ではな

く、シンガポール法の資格を取得した日本人弁護士が現在法律問題に巻き

込まれた場合の処理を一手に引き受けている。	
この弁護士は、現地のシンガポール法資格を取得しており、企業法務か

ら個人の法的支援など幅広い業務を行っている。	
あまりお金にならない案件でも積極的に引き受けるという、シンガポー

ルの日本人にとっては、大変ありがたい存在の弁護士である。	
しかし当該弁護士が邦人個人の法的支援に関して重要な役割を担えるの

は、シンガポール法の全範囲につき扱える資格を保持している点である。

外国人弁護士にも一定の範囲でシンガポール法を扱えることとする FPE 試

験と異なり、邦人個人が巻き込まれる法律問題（家族法、刑事事件など）

についても依頼を受けられる。	
実際の案件の処理は、シンガポール人弁護士が行っており、当該弁護士

はクライアントとシンガポール法弁護士をつなぐ窓口としての役割のみ行

っているが、日本語で手続の流れやシンガポールの法律についてアドバイ

スをもらえるということのみでも十分心強い存在といえる。	
しかし、現在のところ、このシンガポール法をフルレンジで扱える弁護

士は、当該弁護士のみであるため、このシンガポール法資格を全範囲にわ

たって扱える資格を有する日本人弁護士の数が今後増える事が、邦人個人

の法的支援に直結するものと考える。ただし、本資格を取得するためには、

現地の大学で法学部の学位を取得する必要があり、かなりの時間と費用を

要し、決して容易に取得できるものではない。しかし、本資格を取得して

いる日本人弁護士の存在は、シンガポールにおける邦人個人にとって心強

いものとなることは間違いない。	
また、駐在員の家族として現地に来ているものは、ビジネスで日常的に

英語を使っている駐在員本人に比べて英語力に自信がない者が多い。こう

した邦人個人に対しては、たとえシンガポール法を扱えないとしても、日

系法律事務所が企業法務で行っているような現地法律事務所及びシンガポ

ール法弁護士とのコーディネート役を担う日本人弁護士が増えることのみ

でも、邦人個人の法的支援に十分つながるものと思量する。	
	
	
（３）法律相談窓口の設置	
 	
 ①相談窓口設置の需要	
	

アンケートの結果によれば、こうした法律問題に巻き込まれた際に、①

ぜひ利用したい、②適当な料金なら利用したい、③適当な条件が整ってい

るなら利用した、との回答を合わせて約８０％もの人が相談窓口の設置を

希望していた。	
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さらに、個別回答において、「離婚に関して。 公正証書、慰謝料請求の

相談できる法テラスを切望します。 こちらにいると日本の住民から抜けて

いる為一時帰国で役所に行ったところで相談できない。」との意見があっ

たように、日本の住民票から抜けている邦人は、日本の法テラスでも相談

できない。また、以前にシンガポール日系医療機関のインタビューにおい

て話があったように、日系医療機関の心療内科には、病気の相談とはいえ

ない、DV の相談や離婚の相談などが非常に多く持ちかけられるという。 

法律問題を相談できる窓口がなく行き場のない邦人も多く、シンガポール

に法テラスのような法律相談窓口の設置を切望している邦人は相当数いる

のではないかと推察する。	
 
 
②設置場所 

 
アンケート結果によると、上記のような相談窓口を設置して欲しい場所

は、「日本人会」「日本大使館」「シンガポールにある日系法律事務所」

と日本人会と回答した者が一番多かった。在留邦人の７６％は駐在員であ

り、この駐在員のほとんどは日本人会の会員となっている事を鑑みると、

日本人会に設置するのも良い方策かもしれない。	
また、日本人会内部にある日本人会クリニックは、日本人会の会員でな

くても受診可能であることから、当該相談窓口を同会内に設置したからと

いって、会員のみが相談できると限定する必要もない。	
しかし、「シンガポールの日本人社会は狭いので、なるべくトラブルに

巻き込まれている事を知られないような方法で相談したい。」との意見も

相当数あるため、同会に設置すると他の日本人に法律トラブルに巻き込ま

れたことを知られることを懸念する邦人もいるかもしれない。	
結果、弁護士の利便性も考えると、日系法律事務所内に設置するのが現

実的かもしれないが、この点は今後、更なる具体的な検討・試行が必要と

考える。	
	
	
（４）その他の法律サービスの提供	
	
	
インターネット、フリーペーパーなどで現地の法律事務所、弁護士などの情

報提供	
57.52%	

インターネットでの簡単な法律相談 57.52%	
トラブルに巻き込まれた時の対応の方法や、日常生活に関係するシンガポ

ール法の解説などのセミナーの開催 

33.63%	

月に一回程度、無料の法律相談会の開催 37.17%	
日本に帰国した後にもフォローしてもらえるよう、日本の弁護士や法律事務

所、及び児童相談所や関係機関の紹介 

19.47%	

現地の日系医療機関、カウンセリング機関との連携 22.12%	
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シンガポールの邦人があれば良いなと思う、その他の法律サービスの提

供に関しては、上記のような結果となった。	
これらの法律サービスの提供に関しては、上記法律相談窓口の設置と合

わせて、可能なものから順次提供できるよう実施できればと考える。	
	
	
第四．	今後の調査活動プラン	
	
	
（１）邦人個人の支援	
	

邦人個人の法的支援充実の実現にむけて、相談窓口の設置の検討、試行

などを行いたい。日本人会、大使館、日系法律事務所、日系医療機関など

と相談しながら、どこに設置するのがよいかの場所の検討も含めて、実施

できればと考える。	
また、インターネット、フリーペーパーでの情報提供や、セミナーの開

催などは、比較的簡単に実施できるのではないかと考える。	
  	
（２）中小企業の支援	
  	

中小企業支援の具体的方策につき、現在考える最も現実的な方法として

は、すでに日系法律事務所でも取り入れられている、コンサルティング会

社との連携などによって、コストを削減するという方法の充実化である。

この話を中小企業のクライアントを多く有するコンサルティング会社に伝

えたところ、日系法律事務所が思っているよりもさらに中小企業は日系法

律事務所の壁は厚いと感じているという意見を得た。すなわち、日系法律

事務所としては、中小企業にも法的支援を十分に行っているつもりでも、

中小企業は日系法律事務所に対し、やはりコストが高い、敷居が高いとい

う印象は相当に強く持っているようである。	
このあたりの両者の意識のずれを少なくする方向で、コンサルティング

会社と日系法律事務所が中小企業のニーズにそった真の意味での連携の構

築が可能となるような総合的な法的支援の組織作りができればと思量する。	
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法曹有資格者の海外展開に関する分科会報告用資料 

 

平成 27 年 1 月 27 日 

報告者  弁護士 包城偉豊 

ひかり総合法律事務所 

 

第1  報告者略歴 

平成 22 年 3 月 慶應義塾大学法科大学院卒業 

平成 24 年 12 月 司法修習修了(新 65 期) 

 

第2  参加リカレントプログラム 

◯プログラム名 

慶應義塾大学法科大学院「法整備支援フォーラムプログラム」(松尾弘教授) 

◯プログラム日程 

平成 26 年 9 月 25 日～平成 27 年 1 月 8 日 毎週木曜日 16 時半～18 時 

◯授業スタイル 

教授からの講義又はゲストスピーカーによる講演形式(全て日本語使用) 

 

第3  リカレントプログラムに対する感想，印象等 

◯モニターに応募した動機 

◯法科大学院生時代の受講と弁護士になってからの受講に対する意識の違い 

  「単位」と「興味」 

◯講義受講に対する姿勢 

  講義に参加する目的意識 

◯講義に参加することの負担感 

  物理的負担感(通学，予習・復習) 
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  経済的負担感 

◯リカレントプログラムが今後の業務に与える影響 

  リカレント受講によるチャネルの開拓 

◯弁護士会等における研修との違い 

内容の連続性・整合性 

講義参加に対する強制力 

費用 

 

第4  課題，今後の展望・要望 

◯リカレントプログラムに対するニーズ 

◯法科大学院における学生に対する教育という性質と参加する実務家の要求 

◯リカレントプログラムを開講する法科大学院の今後の展開，キャパシティ 

◯用意されるプログラムの今後の充実，拡充 

◯弁護士会主催の研修との棲み分け 
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